
鳥取県警察手数料の免除に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年５月８日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第44号

鳥取県警察手数料の免除に関する規則の一部を改正する規則

鳥取県警察手数料の免除に関する規則（平成17年鳥取県規則第76号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（警察手数料の免除） （警察手数料の免除）

第２条 鳥取県警察手数料条例（平成12年鳥取県条例 第２条 鳥取県警察手数料条例（平成12年鳥取県条例

第38号。以下「条例」という。）第４条の規定によ 第38号。以下「条例」という。）第４条の規定によ

る警察手数料の免除は、次の表の左欄に掲げる警察 る警察手数料の免除は、次の表の左欄に掲げる警察

手数料の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる 手数料の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる

免除事由のいずれかに該当する場合に限り、これを 免除事由のいずれかに該当する場合に限り、これを

行うことができる。 行うことができる。

区分 免除事由 区分 免除事由

略 略

２ 条例第２条第 (１) 国又は地方公共団体が公 ２ 条例第２条第 (１) 国又は地方公共団体が公

１項第32号及び 共の利益のために道路を使用 １項第32号及び 共の利益のために道路を使用

第33号に掲げる するとき。 第33号に掲げる するとき。

事務に係る手数 (２) 生活保護法（昭和25年法 事務に係る手数 (２) 生活保護法（昭和25年法

料 律第144号）第６条第１項に 料 律第144号）第６条第１項に

規定する被保護者（以下「被 規定する被保護者（以下「被

保護者」という。）が道路を 保護者」という。）が道路を

使用するとき。 使用するとき。

(３) 学校教育法（昭和22年法 (３) 学校教育法（昭和22年法

律第26号）第１条に規定する 律第26号）第１条に規定する

学校が教育の目的のために道 学校が教育の目的のために道

路を使用するとき。 路を使用するとき。

(４) 児童福祉法（昭和22年法 (４) 児童福祉法（昭和22年法

律第164号）第39条第１項に 律第164号）第39条第１項に

規定する保育所が保育の目的 規定する保育所が保育の目的

のために道路を使用すると のために道路を使用すると

き。 き。

(５) 社会福祉法（昭和26年法 (５) 社会福祉法（昭和26年法

律第45号）第22条に規定する 律第45号）第22条に規定する

社会福祉法人（以下「社会福 社会福祉法人（以下「社会福

祉法人」という。）若しくは 祉法人」という。）若しくは

同法第109条第１項に規定す 同法第109条第１項に規定す

る市町村社会福祉協議会若し る市町村社会福祉協議会若し

くは同法第110条第１項に規 くは同法第110条第１項に規



定する都道府県社会福祉協議 定する都道府県社会福祉協議

会又は他の法令により社会福 会又は他の法令により社会福

祉法人とみなされる法人が社 祉法人とみなされる法人が社

会福祉推進のために道路を使 会福祉推進のために道路を使

用するとき。 用するとき。

(６) 一般社団法人若しくは一 (６) 一般社団法人若しくは一

般財団法人又は特定非営利活 般財団法人又は特定非営利活

動促進法（平成10年法律第７ 動促進法（平成10年法律第７

号）第２条第２項に規定する 号）第２条第２項に規定する

特定非営利活動法人が慈善又 特定非営利活動法人が慈善又

は援助のために道路を使用す は援助のために道路を使用す

るとき。 るとき。

(７) 国又は地方公共団体の後 (７) 国又は地方公共団体の後

援、補助等を受けた事業を行 援、補助等を受けた事業を行

う団体が、地域活性化を目的 う団体が、地域活性化を目的

とする事業であって公益性が とする事業であって公益性が

高いと認められるもののため 高いと認められるもののため

に道路を使用するとき。 に道路を使用するとき。

(８) 地方自治法（昭和22年法 (８) 地方自治法（昭和22年法

律第67号）第260条の２第１ 律第67号）第260条の２第１

項に規定する地縁による団体 項に規定する地縁による団体

その他公共性を有する団体等 その他公共性を有する団体等

が、祭礼、社会奉仕、健康増 が、祭礼、社会奉仕、健康増

進等を目的とする事業であっ 進等を目的とする事業であっ

て公益性が高いと認められる て公益性が高いと認められる

もののために道路を使用する もののために道路を使用する

とき。 とき。

(９) その他公益のために道路 (９) その他公益のために道路

を使用する場合であって知事 を使用する場合であって知事

が特に必要があると認めたと が特に必要があると認めたと

き。 き。

３ 条例第２条第 甚大な被害を生じていると認

１項第37号に掲 められる大規模な災害により亡

げる事務に係る 失し、滅失し、汚損し、若しく

手数料 は破損し、又は、記録を毀損し

た運転免許証の再交付を受ける

とき。

４ 略 ３ 略

備考 改正部分は、下線の部分及び太線で囲まれた部分である。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。


